
書式第 12号 (法第 28条関係 )

令和 4年度 事 業 報 告 書

特塵 卜菫型量動塗込_豊二墾箋亜聖圭亜空全_

1 事業の成果

<総括>
令和 4年度も新型コロナウイルスの問題が解消 しない上、都市農家の家主である高齢者との直接折

衝が困難な状態が続いたが、当 NPOが重点を置いてきた「生産緑地2022年 問題」の、正しく、

その年でもあつた。そのため、ホームページ・トップで「生産緑地の指定後 30年を迎える都市農

家を支援」を打ち出し、「生産緑地の活用方法を都市農家自ら選べる30年目の、この機会を大切

に !」 として、活用方法の選択肢の紹介や当研究会専務理事・社員共著書「生産緑地はこう活用する

Q歓」を紹介。生産緑地の活用希望者には相続税対策のほか、待機者問題解消のため公的補助金の活用が

可能な特別養護老人ホームや都市型軽費老人ホームヘの活用、またグループホームや待機児童問題解消

のための認可保育園への活用方法などについて、都市農家の啓蒙、個別相談などの支援活動を年初から

実施してきた。しかし、先頭に立つて活動していた専務理事が入院、秋に死亡。その影響が極めて大き

い年度となつてしまつた。生産緑地や有休宅地の活用、相続税対策など都市農家が抱える問題は多彩で、

それらの解決策を求めるニーズは今後も高いとみられるため、生産緑地書籍共著者が中心となり、コロ

ナの下火が予測される令和 5年度から、再度、都市農家の支援活動を強化していく方針。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業

(2)その他の事業

実施せず

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千 円)

生産緑地再生
事業

都市農家の相談活
動 (面談、電話対応 )

ホームページの
運営

1月 ～ 3月

6月 ～ 8月

通年

事務所

自宅

ネット

3名

2名

都 市農 家 の

ほか、都市農

家 や生産 緑
地 に関心 が

あ るデ ィベ

ロッパー、税

理士、金融機

関等

都市農家
関係の
ホームペ
ージアク
セス者

24

36



書式第 13号 (法第28条関係)

令和 4年度 活動計算書 (そ の他事業がない場合 )

事 業 報 告 用

0正会員受取会費 (*今年度もコロナパンデミックのため徴収なし)

100,000 100,000受取寄附金 (日 経団ビジネス開発 1件 )

な し 0

4 事業収益
なし

5 その他の収益
受取利息

100.00( 100.00(収 益 計
経 常 費 用
『業書

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

研究費 (生産緑地 22年問題関連)

ホームページ運営費 (修正、維持、管理)

旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本
発送費

5,940
0

0

0

0

2
24,0001

36,0001

65,940 65.940

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

消耗品費 (家賃に含める)

水道光熱費 (家賃に含める)

通信費
地代家賃 (資料保管、デスク借 り)一月2,500× 12月

旅費交通費
減価償却費

0

0

1,980

30,000
0

0

2

31 31,計

固定資産売却益

過年度損益修正益

災害損失

0

674 67.1

0



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 4年度  貸借対照表

事 業 報 告 用

人 生

7,717,754

17,754 17,

17,４

０

０

17,754

2
1

【A】 資 産 合 計 ①+②

17 754

3

現金預金
未収金

棚卸資産

車両運搬具
什器備品

ソフトウェア
借地権

敷金
長期貸付金

負 債 の 部

1負 債

未払金

預 り金

流動負債合計 ・・・③

長期借入金
退職給付引当金

ｎ

Ｖ

負 債 合 計 ③十C,

15,674
2,080

15,

2,

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-11+【 B-2】

金

のl



´
０ 28

令和 4年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 都市農家再生研究会

重要な会計方針
計算書類の作成は、小規模で計算書の該当項 目少なく一般的な会計方式で作成。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法     棚卸資産なし。

(2)固 定資産の減価償却の方法       現在固定資産なし。

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金             (な し)

引当金|            (な し)

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

物的サービスなし。会計処理なし。

(5)消費税等の会計処理           (税 込み)

事業別損益の状況，

“

生産緑地再生

事業 事 業 事 業 事 業
事業部門計 管理部門 合計科 目

100,000
0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

100,000

ｎ

Ｖ 100,000 100,000

∩

）

∩

〉

∩
〉

Λ
υ

0

∩

Ｙ

Ａ
Ｕ

______」 _____|_
のボランティア協力)(社員

∩

Ｖ

ｎ

Ｖ

∩

ｖ

30,000

|__笙型鯉

5,940
0

0

01

0

0

36 000 36,000
5,940

0

24 000

0

0

0

1,980
ｎ

ｖ

30,
０

０

９

０

０

０

０

1,980

000

0

24,000
36,000
5,940

0

0

0

0

0

65,940 65,9401 31,980 97,920
2,080

.受取会費

.受取寄附金

.受取助成金等

.事業収益

.その他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当

役員報酬
退職給付費用
福利厚生費
人件費計

(2)そ の他経費

家賃
研究費
ホームヘ

°―シ
゛
1運営費

旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費
発送費
通信費
消耗品

経常費用計

‐

１

２

３

４

５

当期

収

算定方法内 容 金 額

な し現在はなし 0

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳

0



内容 期首残高 当期増加額
湿
〓 期減少額 期末残高 備 考

ｎ

Ｖ

ｎ

Ｖ

な し

合計

4.使 途等が制約された寄附金等の内訳

当法人の正味財産は17,754円 ですが、使途が制約されている寄附金等はありません。
したがって使途が制約されていない正味財産は17,754円です。

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者 との取引の内容

役員及びその近親者 との取引は以下の通 りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために

事業費と管理費の按分方法

目標は事業費 65%強 、管理費 35%弱。今年度は事業費 67%、 管理費 33%。 ただし、都市農家の高齢の家
主が対象で、面談によるコンナルティングが主 となるため、今年度 もコロナで活動自体は低調。

その他の事業に係る資産の状況
なし

７

，

8

期末帳簿価額科
「
コ 期首取得価額 取得 減 少 期末取得価額 減価償却累計額

∩
ｖ

Ａ
υ

０

〉
　

　

〈
υ

なし
なし

なし

なし

∩

υ

０

〉
ｎ

υ

有形固定資産
車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産
敷金

合計

期末残高科 日 期首残高 当期借入 当期返済
∩

Ｖ
∩

ｖ

∩

ｖ

ｎ

ｖ

∩

）合計

内、役員
との取引

内、近親者

及び支配法
人との丘、弓1

科 目
計算書類に計
上された金額

な し

ｎ

Ｖ

な し

ｎ

Ｖ
ｎ

ｖ

ｎ

Ｖ

(活動計算書 )

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 4年度 財産 目録

事 業 報 告 用

活動法人

単位 :円
令  栢 ′卜   言十 合   計

産  の  部

1

現金預金
手元現金

棚卸資産

17,754 17,754

0 0

0 |

|

|

|

|

|

|

17.754 17,754

車両運搬具
事業用車両 0

|

什器備品
パソコン (*日経団ビジネス開発勝所有を使用) 0

ソフ トウェア
オペレーションシステム

文書編集ソフト

0

0

借地権 0

敷金

長期貸付金 0

|

|

|

0

0

【A】 資 産 合 計 ①十② 17,754

【〔〕-1 負 債 の 部

未払金

預 り金
源泉徴収税

0

0

0

0

長期借入金 0

0

僣 合 計 ④

【B-1】 負 債 合 計 ③+④

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 17,754

未収金

2

退職給付引当金

2



書式第 18号 (法第28条関係)

事 業 報 告
｀
用

令和 4年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動産△_昼立

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

Z以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

Й各役員について、親族の規定に違反 していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該 当者のみに記入)
氏    名

1 睡憂弾監事
タナカ カズアキ

際和4年 1月 1日 ～

令和4年 12月 31日
無

田中 一昭

2 睡憂卜監事
フジタソウイチロウ

令和 4年 1月 1日 ～

令和 4年 9月 8日
無

藤田 壮一郎

3 睡憂卜監事
コムロ ヒサシ 令和 4年 1月 1日 ～

令和 4年 12月 31日 無

小室  恒

4 理事・匡ヨ
キヌガワロクロウ

令和 4年 1月 1日 ～

令和 4年 12月 31日 無

衣川 六郎

5 理事 。監事

年  月  日

年   月   日

年  月  日

年 月 日

6 理事・監事

年

年

月 日

日月

年 月

月

日

日年

7 理事・監事

年

年

月   日

月   日

年  月  日

年  月  日

8 理事 。監事

年  月  日

年  月  日

年  月  日

年  月  日

9 理事・監事

年

年

月 日

日月

年  月  日

年・ 月   日

10 理事・監事

年

年

月   日

月 日

年   月 日

日年 月



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )

氏    名

昭田 中

2 小 室   恒

藤 田 壮一郎

4 原  雅 彦

5 湯 澤 一 貴

6 筑 前 向 司

7 衣 り|| 六 郎

8 中 村   優

9 荒 井 正 和

10 渋 澤 宏 美

11 中 川1 信 吉

12

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人 都市農家再生研究会


